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令和6年度行政評価　施策評価シート　（令和5年度実績）
施策名 安全で快適な住宅地の整備

施策コード 5060401

　１．施策の担当

主管課 都市整備部 都市計画課

関係課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画

政策
第６章　快適で住みやすいまちづくり（快
適・憩い・生活基盤） 節

第４節　住宅

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

市民

　意図（どのような状態にしたいのか）

防災性向上のため老朽住宅の除去や既存住宅の耐震改修を促進し、安全で快適に生活できるようにします。

　３．市民ニーズ

施策
安全で快適な住宅地の整備

　基本方針

・該当建築物へ戸別訪問等により耐震改修補助制度等の周知を徹底します。
・空き家バンク制度を活用し、建物の流通を促すことで空家等の抑制に努めます。
・特定空家等の解消や特定空家等にならないよう除却補助や特定空家等の寄付受け制度等を実施します。

　現況と課題

・住宅所有者への耐震改修費用の負担に課題があります。
・空家等所有者の不明等による所有者の確知が必要です。

R10 R11

満足度（偏差値） 41.6

R5 R6 R7 R8 R9

　４．施策にかかるコスト

単位 R4決算 R5決算

重要度（偏差値） 49.3

コス
トの
内訳

人件費

千円

20,020 20,964

事業費 77,025 67,928

財源
内訳

国庫支出金

千円

31,399 30,291

フルコスト 97,045 88,892

府支出金 1,952 484

その他 0 0

市債 0 0

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

43,674 37,153

一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

63,694 58,117

　５．施策の重要業績成果指標(KPI)

KPI１ 民間建築物の耐震化率

項目 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画

目標値 87.0 88.0 90.0 91.0 92.0 95.0 97.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

民間建築物の耐震化率の向上によ
り、市域の安全で良好な住宅地の
整備状況が分かります。

毎年約１％程度の耐震化率の向上
を目標とします。

耐震化率は年々向上しており、概ね順調に推移している。

達成度 97.24 96.36 94.44

実績値 84.6 84.8 85.0
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③

④
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KPI２ 空き家バンクへの登録物件数（累計）

項目 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画

273.0 298.0

実績値 137.0 148.0 155.0

目標値 150.0 175.0 198.0 223.0 248.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

空き家解消の指標として、登録に
より建物流通の促進の目安となる
空き家バンクへの登録物件数（累
計）を指標としました。

年間約２０～２５件の空き家バン
クの登録を目標設定としました。

申請に基づくものであること、空家総数が減少していること
から対前年比達成率は減少している。

達成度 91.33 84.57 78.28

KPI３ 管理不全な空家等に対して行った助言・指導等により改善又は除却された空家等件数（累計）

項目 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画

120.0 128.0

実績値 53.0 88.0 111.0

目標値 34.0 42.0 96.0 104.0 112.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

空き家解消の指標として、助言・
指導により改善又は除却された空
家件数を指標としました。

空家除却を継続して進める目標設
定としました。

累積の達成率も上回っており、順調に推移している。

達成度 155.88 209.52 115.63

KPI４

項目 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画

実績値

目標値

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

達成度

KPI５

項目 R3実績 R4実績 R5実績 R6計画 R7計画 R8計画 R9計画

実績値

目標値

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

達成度
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施策に対する市民
ニーズ

（３点中） アンケートの前回調査と比較して、重要度・満足度ともに変化はなく、空家の
除却や耐震化の向上により、安全な住宅地の整備を、目に見える効果としてを
示して行きたい。1

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

（３点中） 既存建築物の耐震化や空家住宅の解消による住宅地の更新を促進することが望
まれている。

2

図
表

　６．施策の事後評価

一次評価
（担当課によ

る評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

（４点中） 除却件数は、他市と比較しても多くなっており、目標数に向け順調に推移して
いる。

3

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価） Ｂ

市民アンケート結果で満足度が微増となった。目標値を下回ったものの耐震化率が向上
していること、特に管理不全な空家等に対して行った助言・指導等により改善又は除却
された空家等件数が当初の目標を大きく上回っていることを評価した。

三次評価（理事者による評価）
※二次評価と異なる場合など記載 Ｂ

合計点

（１０点中）

6点

総合評価 Ｃ
耐震化率を高めるべく、耐震改修促進計画の改定をはじめ、耐震上不可欠な民
間建築物の補助等、定住・移住促進等施策メニュー（民間建築物部門）の拡充
と充実を図っていく。

一般財源

1 01040640 既存建築物耐震化推進事業 4,584 32,500 16,049

　７．施策を構成する事務事業

事務事業 R5年度決算額
R6年度予算 一次評価

予算コード 事務事業名 人件費 事業費

0合計 20,964 67,928 37,153

0 Ａ

2 01083228 特定空家対策事業 16,380 35,428 21,104 0 Ａ
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令和6年度行政評価 事務事業評価シート（令和5年度実績）

事務事業コード 060402020 予算コード 01040640 従事人員(人) 投入コスト(千円) 評価 評価点
事務事業名 既存建築物耐震化推進事業 正規職員数 国庫支出金 有効性
担当課 都市計画課 嘱託職員数 府支出金

法定受託以外の法令 臨時職員数 市債 効率性
■要綱・要領 歳出(千円) その他

人件費総額 一般財源 妥当性
減価償却費

受益者負担

事務事業類型 運営事業 フルコスト(千円) 緊急性
実施手法 補助・負担 市民1人当りコスト(円)
対象 活動指標 R5実績 公的関与
特定の市民 対象数

実施主体・委託化

事業の内容
他の事務事業との関連

成果指標 R5実績 透明性

財政健全化計画

財政健全化の取組

コスト指標 R5実績 改革改善プラン達成度
事業の目的

事務事業コード 060402030 予算コード 01083228 従事人員(人) 投入コスト(千円) 評価 評価点
事務事業名 特定空家対策事業 正規職員数 国庫支出金 有効性
担当課 都市計画課 嘱託職員数 府支出金

市単独事業 臨時職員数 市債 効率性
■法律・政令・省令　■条例・規則　■要綱・要領歳出(千円) その他

人件費総額 一般財源 妥当性

減価償却費

受益者負担

事務事業類型 運営事業 フルコスト(千円) 緊急性
実施手法 補助・負担 市民1人当りコスト(円)
対象 活動指標 R5実績 公的関与
その他 対象数

実施主体・委託化
事業の内容

他の事務事業との関連

成果指標 R5実績 透明性

財政健全化計画

財政健全化の取組

コスト指標 R5実績 改革改善プラン達成度
事業の目的

建築基準法、建築物の耐震改修の促進に関する法
律他

4,584 20,633
Ａ

0

一次評価 Ａ
0.2 15,967

Ｂ 昨年度に引き続き民間建築物の定住・移住促進等施策と耐震化に関する
補助制度を施行し、泉佐野市の安心で魅力のあるまちに少しづつ推進す
ることができた。また、平成２８年度に「耐震改修促進計画」を改訂
し、令和７年度末における住宅の耐震化率の目標を９５％に設定を引き
上げ、その達成のため、市民フォーラムを実施し、市民へのさらなる周
知を行う。

0.8 484

根拠法令等

事業費 32,500 Ｃ

37,084
Ａ

0 0
該当なし

0

事務事業実施内容
374 耐震改修促進計画の促進並びに耐震診断補助制度の啓発及び対象建築物

所有者の耐震診断費用に対して補助金を交付する。さらに加えて耐震設
計及び耐震改修の補助も行い、耐震改修を促進する。
また平成２９年度より、定住・移住促進等施策の中で耐震上改修や改造
が必要な状態、耐震性のないものに対して除却する等の補助金を実施し
ている。

Ａ
耐震診断補助金申請件数 10.0

昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅（長屋・併用住宅・共
同住宅含む）に居住し、一定の基準（建築基準法等）を満たすもの

耐震設計補助金申請件数 1.0
Ａ

耐震改修補助金申請件数 1.0
耐震改修促進計画の促進並びに耐震診断補助制度の啓発及び対象建築物所有者
の耐震診断・設計・改修・除却・改造費用に対して補助金を交付する。

住宅除却工事補助金申請件数 28.0
Ａ

住宅改造工事補助金申請件数 1.0

Ｂ

住宅除却工事補助金交付件数 27.0
該当なし

住宅改造工事補助金交付件数 1.0

該当なし
１件当たりの住宅除却工事費補助金 1,373,481.5

耐震診断補助金交付件数 8.0
耐震設計補助金交付件数 1.0

該当なし
耐震改修補助金交付件数 1.0

一次評価 Ａ
1.6 14,324

Ａ 今後空き家は増加傾向にあるため。
0.9 0

対象建築物の所有者に市が補助金を交付することにより耐震診断の実施を促進
し、除却・改造を含めた耐震改修を促進する。

0

事業費 35,428 Ａ

根拠法令等

0 0
該当なし

0
空家等対策の推進に関する特別措置法
泉佐野市空家等対策協議会条例
泉佐野市特定空家等対策実施要綱
泉佐野市特定空家等対策事業要綱
泉佐野市相続財産管理人選任申立事務処理要綱

16,380 37,484
Ｂ

既存木造住宅除却工事件数 22.0
泉佐野市に空き家を所有している若しくは管理している者

51,808
Ｂ

事務事業実施内容
523 空家関連既存木造住宅除却件数、令和5年度22件

Ａ

Ｂ

該当なし

該当なし

泉佐野市空家等対策協議会を開催し、特定空家指定などの意見を聴取する。特
定空家等を解消するため、相続財産管理人申立てや寄付受けにより取得した建
物を除却する。行政代執行等法に基づき、建物を除却する。木造の不良住宅の
除却工事を行う所有者に対し、除却の補助金を交付する。

Ｂ

Ｂ

該当なし
既存木造住宅除却工事件数 22.0

管理不全な空家等の増加抑制、特定空家化への未然防止、空家等の幅広い利活
用、特定空家等への対応、空家等対策の効率的・効果的な推進をすることで、
ひいては、安全安心なかつ良好なまちなみの形成に資することを目的としてい
ます。


